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漁業法;こし、ふ第五種共同漁業権には増殖が前提条件となっている

が，その他の共同漁業躍につし、ては法的に何も増殖の義務がts:.く，

単iこ指導で行ってし、るし，また区画漁業権tこついても魚種のみは、jミ

山羅列してし、るに不抱増殖は殆ど、行われてし、なし、現状に対して今後

如何にこれを指導し増殖効果を上げて行くかは吾々に謀せられた大

きな問題だと思う。以下，そのことについての自分なりの考え方を

ふれてみたし、。

1 @:豊漁業擢の増殖問題

現在区画漁業権の免許魚種は一種類の

場合は兎も角，二種類，三種類と多種類

を漁業の種類としている場合があるの免

許の際の増殖条件として「増殖笑件の完

途」ということはついているが，魚、種全

部を人工増殖することはほとんど行われ

ていないのこの際指導機関としては一歩

を譲って天然産卵をもって増殖を認めて

逐次指導することが安当であるかどう

か。

このことについては「漁業法逐条精義」

(水産庁編)270頁に

「区画漁業とは一定の区域において

営-む養殖業である。一定の区域内とい

うことは有形的に区画された区域と狭

義に解すべきではないの目的上必要な

程度に目的物たる水産動植物を当該水

面より散逸せしめず，その区域内に保

有し得て養殖するものが，これを把握

して管理出来る状態にあり，その成果

を亨受出来れば良いので，それをなし

得る水面を一定の区域といえるの

といっているが， 乙れは貝類などの移動

しない動物を頭に置いて考えた構想であ

ろうと思われるが，移動性の魚、の場合は

他への移動は絶対に出来ないように区画
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する必要のある乙とは勿論である。

ことに内7.1<.面において，こひ・ふな・

にじます・うなdなどを養殖する場合，
管理上，採算上から見て区画を完全にす

ることは絶対に必須の条件であろうのそ

してその上に立って養殖業を行う必要が

あろう。

ところがその276頁には河川湖沼の魚

類養殖業といえども共同漁業権とのパラ

ンスから見て増殖よりも， さらに高度の

人工手段を施し，増えた結果が顕著であ

ることを要するのであるから河川の場合

は非常にせまく仕切られた区域内で，ま

たは湖沼内で餌を与えるなどして集約的

に養殖する高度の段階のものを魚類養殖

とする考えであるとして集約的な養魚、の

みをもって長殖と認めているのここで増

殖と養殖を区別しているが，そのことに

ついては

「収獲の日的を以って人工手段を加

え水産豆愉E物の発生または成育を積極

的に増進し，その数または個体の量を

増加させる行為を養殖という。J

とあり，続いて

「水産動植物を向ち収獲し，あるい

は一定の対価を受けて他人に採らせる

かして繁殖の結果の経済的利益を自己

に帰属せしめることを目的とすること

を要するの人工手段は加えるが単に魚

介穎を生息、の状態の億一定の場所に保

存ーするに止り， その数または質量の増

加を図るのでない行為は養殖ではな

いn 問題はどの程度の人工手段を加え

て水産動植物の発生成育を積極的に増

殖せしめれば養殖と認められるかであ

るの自然の発生成育l乙対して一寸でも

手を加えたからといって，それを莞殖

1 
と見ることは出来ない。それをどの範!

囲まで養殖と見るかは社会通念でつぎ i

のように考える。」

増殖 ①探捕制限を行って繁殖保護を

図るの

⑧稚魚、を放流し，その成育を増

進するの

養殖 ①一定の区域を作って人為的1<:'

発生成育を増長する。

と誠l乙むずかしい説明を試みているの

きて昭和31年2月9日附水産庁漁政

部長通牒はつぎのよう lこいつて以ト.の考

え方を公式に認めているの

317.K第 1224号
目白す'Q31~r: 2 月 9 日

水産fJW政部長
北海ili7.K産三主務部長政
内水面o:'t号、場計画j;こっし、て

漁業権の切換のための新規喰i場計画につい

ては昭和 30年6月2日附30水お 5553号そ
の他を以て詳細お知らせしてあるが，内水面

についてはその特殊性に鑑み若干注意を要す

る点があるので下記について参考までに連絡

するから十分検討の上計画樹立に遺憾のない
様御指導相成り度し、。

記

1.第二種第三種共同漁業権と第五種共同漁

業権
内水面に於ける漁場計画は資源の保護増
殖に依る漁獲増加と云ふ事が主婆日的であ
るから第二種第三種共同漁議権i主第五種共
同漁菜権と併設出来る場合に限り計画に入
れることとし単独のものは避けられ皮し、。
2.第二種区画漁業権iこっし、て

(1) 魚類養殖漁業権設定につし、ては第五種

共同漁業権とのパランス上河川等iこ於て
行はれている単必る種苗放洗漁場監視等

の増殖手段よりも更に高度の養殖手段を
施し増産効果が顕著であることを絶対要
(牛とする。従って単に種を放若11するだけ

で，その後十分々人工管泌を行はない様



なものは区画漁業とは認め難く区画漁業

として認めるものは原刷として計画的な

種苗の移入と積極的な投餌念行ひ，養殖

水族の大半が計画的，集約的乙検出来る
よう常Iこ対象水族が権利j者の高皮の管理
下におかれるもののみに限定され皮し、。

(2) 従米つ一部の事例として特別の人工手

段としては余りにも消極的であるにかL
わらず免詳の対象としたものもあるよう

であるが，これは本来の目的に反し特定
人の独占排他のみを助長ぜしめるような

結果になるおそれもあるから，このよう

な計画免許は厳に行はない様慎重を期せ
られなし、。(以下略〕

つまり積極的に投餌をするもの以外は

区画漁業権と認め難いというのであるの

ところが北海道の現状は得々の制約下に

あるため集約的に行うことが困難な実状

にあるので， この指示通りに実施するこ

とは不可能であろうから，本道において

は現状では天然蕃殖保護をも養殖手段と

見倣し，逐弐向上せしめるよう指導する

必要があるものと考えられる。本道の多

くの区画漁業権者が水面を遊ばせている

現状は水面の生産力とそれに対する投費

とのバランスのとれないということが最

大の原因であろうし， さらに漁業権が設

定されている場所及びその附近lζ漁業権

者が住んでいないのが多いことも遊休水

面を作る大きな原珂となっているもので

あろう。昭和 22年度は漁業権の切替時

期である。この機会に指導機関の方針を

確立して共体的に指導するとともに業者

自身も認識を新たにして斯業の推進を計

ってもらい?こいものTごと思う。

北海道内水面委員会が昭和81年:)月

27日l乙出した区画漁業権漁場計画の基

本方針はつぎのようにいっているの

昭和31年 3月27日

北海迫内水面漁場管理委員会

内水面区画漁業権第二次切替に伴ふ

漁場計画の基本方針
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内水面区画漁業の魚場計画樹立にあたって

は水産庁漁政部長通達「内水面のi漁場計画に
ついてJ(31内水第 1224号 31.2. 9)及び水
産部長通達「区画漁業権の第二次切替tこっし、

てJ(30漁調第 1106号30.7.7)により実施
することとするが，更に細部の具体的以進め

は，この方針によるものとする。

1.漁場計画について

①漁場計画は既設漁業権を重点に樹立する

こととなるが，従3tミとかく権利jのみを坂

得し，いたずらに排他的独占権の弊害の

みをもたらす傾司にあるので，漁場が権

手/]者の高皮の管哩下に置かれていない左

記の漁場Jこついては原則として今次計画

から除外するものとする。

@免許後養殖施設，増殖実緩，漁獲実績

がなく漁場が荒廃されてし、るもの。

@:~~績報告がなく休業していると認めら
れるもの。

の特定人の独占排他のみを助長せしめる

ような結果を招来する様，'i:傾九のある

もの。

@公益上，古:~栄恥整上支障があると認め
られるものo

e新規設定の漁場計画については，当該漁
場が主観的且つ客観的と見て地猫に適し

ていると認められる私撮的J工程白のある

ものに限る。

2.増殖計画について

免許申請時の増殖計画iこ対し内水面漁場

管理委員会と緊密な連絡のもとに技術的な

検討を加え，年皮毎4こ増鑓計画量を示し，

適催。こ実施せしめると共乙，毎年 1月31

日までに行使状況及び増姫突指状況を報告

せしめる。なおiほ植計画量は漁揚の生産限

皮を技術的‘こ検討し，権利者の経済力等を

勘案し権利者の実行し'i4る目標ーを示し， ，遂
年基準を引上げるような弾力性のある計i剖
量とする。

3.漁業権切替後の漁場設定について

綜合的なi魚、場計画に基いて漁業が免許き
れた後は原則として次期切替まで悲北許或
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ひは漁業掘の主主克免許は行はないこと主す

るが，新規漁場設定願のあったときは内水
面漁場管坦委員会と充分連絡の上現地調査

及び公聴会を閣僚し'x版3設定の可否を決定
ーすることと-r-る。

E 内水面における第二種，第三種
共同漁業樺と第五種共同漁業擢

の増殖調係について

漁業法における共同漁業の種類は第一

積から第五種まであり，第四種漁業を除

き(実際問題として内水面には寄魚及び

烏付こぎ釣漁業はない〕他の漁業はすべ

て内水面にも適用されているのところが

法第127条によって第五種共同漁業に対

しては特に水産動情物の増殖を行うべき

ことを義務づけているが，その他の一種・

二種・三種については増殖についての何

らの指示もされていないの随って内水面

に共同漁業権の漁場計画を行う場合第一

種・第二種・第三種及び第五積漁業の目

的物が同一でない場合は第五種に規定さ

れた魚種についてのみ増殖の義務がある

ものと見倣されねばならないのであるの

漁業法改正の当初は内水面における漁業

は第五種共同漁業のみであろうと考えら

れていたのところが実際には第一・二・

三種漁業が同時に免許になり然も中には

ー・二・三種の目的物と五種の目的物が

異って免許になっているものもあり，乙

れが第五種と同様に「増殖条件を完遂し

なければならない」という条件を附され

ているの

内水面における漁業は増殖をしなけれ

ば漁業の維持が出来ないことは明らかな

ことであるし，漁業権者もそのために条

文に関係なく増殖を実施しているのであ

るのその意味からすれば第一・ニ・三樟

漁業に対しても増殖義務を負わせるとと

が当然であると考えられる。現在の漁業

法からすれば第五種以外の漁業に増殖義

務を負わせることは指導ということで理

併する以外は法的には根拠はないのであ

るのしかし現在本道においては第一・

二・三積l乙対しでも増殖条件を附しては

いるが，これは正しいことであると考え

られるが，漁業法にその乙とが明示され

ていないのがおかしいことなのであるの

内水面で増殖させるために内水面の漁

業は全部第五種共同漁業権に包括させる

か，または第五種以外の各種漁業に対-し

でも内水面の場合はすべての漁業に対し

でも増殖を義務づけるか，または第一・

二・三種に入っている魚種の内で重要な

ものはすべて第五種にも入れるようにす

るか，いずれかをえらぶ必要がある。こ

のことについては従来の法のj二では全く

不明であったが，新漁業法の条文解説を

した「漁業制度改革」にはつぎのように

いっている。今その一部を記すとつぎの

とおりであり，これによると指導によっ

て第一・二・三種に対しでも増殖条件を

附すべきだといっている。

〔内水面に於ける第五種共同漁業の免許〕
…内水面の漁業権の本質は増績であることを
明示したわけである。之れに依って従来の如
くただ河川全休の独占権がほしいと云ふよう
な漁業権は免許されない事となり，増殖の為

に必要な場合に限り免許を申請する者は，そ
の内水面の畳度に応じて，し、かなる増殖をす
るかの具体的ブラシがなけれりまならなし、。内
水面の漁業権の免許には，その内水面が増殖
に適してし、ると云ふ，客観的要件と且つ免許
を受けたものが増殖すると云ふ主体的要件の
両方が必要なのである。実は内水面の漁業権
は海と同じ区画漁業権とか共同漁業権とか云
ふのをやめて増殖漁業権とでもいったものを



考へょうかと云ふことも考へられるのである

が十分内容がねれなかったので，一応共同1，旬、

業権としたが，その代り増殖の為だと云ふ本

質を法文に明定したのである。
第ーから第四種までは法律上別に関殖義務
を規定してないが第二種・第三種は第五種と
目的物を同じくするので第五種の免許を受け

ないで第二種・第三種のみ免許を受ける事は

ない。此の様にこ・三・五種は同一漁穫を目
的とする漁法に依る内訳であり，免許のしか

たとしては第二種ゃな漁業第三種地曳網漁業
第五種その他の，ぁゅの場合はあゆ漁業と云
ふことになる。

もちろん例へばさけの如く第二・三種の漁
法が主なるもので，それさえ免許を受ければ
良いと云ふのもあるが，かLるものは免許の

制限条件で増殖義務を負はせ，この要件を滴
さなし、時は免許を与へず一旦免許しても取消

すと云ふ様に運用する。湖沼も河川!と同様に
増殖を要件とし，単に繁殖保護，採捕制限の

みをすると云ふ消極的やり方では免許せず，
単なる管理にとどまらず，放疏等存極的に増
殖するを要する。.

E 共同漁業樺の増殖問題

本道における実態から見ると今までの

共同漁場は相当広い範囲に渉って区域を

とり，そこに棲息している漁積の大部を

漁業権の対象としている。そしてこれが

第一・二・三・五種漁業として，それぞ

れ別れているので， ζの区域を完全に管

理し，かっ対象魚、全部について増殖の義

務を果すことは経費，人員などの都合で

ほとんど不可能である。漁場区域を広く

とっても管理人を置き遊漁者ーから入漁料

をとる方法を講じ，またはそれによって

増殖をするか，または禁漁区，禁漁期の

設置など漁場保全の手段を講ずると良い

のだが，漁業権の「取りっぱなし」で終

っている現状は，漁場を単に専有し，そ
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ことを示すものである。勿論湖沼関係の

組合では魚種の中で最も経済的な特定魚

種についてのみ人工僻化及び稚魚、の放流

など増殖を実施している組合が多いが，

河川関係の組合については何もしていな

いのが現状なのである。

さて一体このような現状は何が原因に

なっているのであろうか。ー，二考えら

れることをつぎに掲げて見る。

1.区域を可及的に広くとるのは，そこ

から上る利益を組合員の専有にしよう

との意図によるものであろう。また河

川湖沼の単f立面積当の生産力は土地に
比して透かに少いことが面積を広くと

る原因である場合もあるの

2.そのために莫大な，そして不必要な

管理費を要することとなるの

3.現在の内水面組合には，これら広大

な区域を管理し，かっ増殖を実施する

力がない。それは投資と生産の「バラ

ンス」がとれないからである。

4.内水面の生産物は特殊なもの(さけ

ますなど〕を除いては市場が確立して

いないの随って一貫した事業計画の樹

立が困難である。〔このことによって

組合の一元集荷が困難である。〕

5.河川組令においては放流魚が自己の

地区外に移動するおそれがあるため僻

化放流事業を行う意欲をおこさない。

特に第五種漁業以外の魚、極については

なおさらであるの

昭和28年 11月24日水産庁は失長名

をもって， これら内水面における第五積

共同漁業権の増殖について各都道府県知

事に左記の指示を与えているがと記の理

由からこの指示は忠実に守られていな

れを有効に利用しようとする意志のない いの
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しかしこれは，あくまでも指導上の一

つの方針であるから現地の実状によって

はこれをそのまま実施に移すことなく，

各府県はこれを基本として共体的増殖方

法を起案し，笑施させるようにすること

が望ましい方法であろう。

287.1<第9971号
昭和28年 11月24日

水産n次長
北海ぷJtl'事宛
|村水面における筑五種共同漁業権の

増殖について(通達〕

内水面に於ける第五種共同漁業は漁業法治
127条に規定されている協こ.'lft1業権者が増
殖をする場合でなけれ:'i免許出来ないもので
あるから免許に際しては，士民殖の基準叉は目

肢を定め，之れを実施し得る能力を有する漁

業吻I司組合を選定免許された事と J思はれるが
長主免許後 1ヶ年間の増殖実施状況企郡査し

御報告邸った処，目標をはるか下廻る組合を

多く数える状態である。この様fζ状態では内

水面、約業の発展はタJ論，現状を帝it持すること
さえ憂えられるので，今後増殖目標を完遂し

水面全高度利用する様ド記の点に充分lj):~留意
の上御指導相YITL1支し、。
1 )刑殖の意義及ひ義務を再認識させ増殖目

標を達成する様関係者に徹底させる事。

2) 1，年業権者であり，且つ増殖事業施行の責
任者である漁業協同組合を育成，強化して

増舶の負担にたえ得る様にする事。

3)放詰十L魚、積にあっては積首の確保がtnーで
あるので其の需要関係を検討し積前確保措

置に万全を期す事。

4)肘定魚種のみ増殖している傾向があるが

氷雨の高度列川上から好ましくなし、場合も

生ずるので紘合的利用を充分考える事。

日)Wi績を怠ってし、る場合については精業法
第 128条治 1;買の規定は免許された'/fIr!f.走の
中のー漁業についても適用されるものであ

るから増殖を怠っている魚種について同唄

の規定の適用も考える事。

6)現(i=示きれてL、る増殖目標は毎年検討さ

るべきもので逐次増殖日椋を高める事が理

想であるが，増殖のj;ii~械的及ひe技術的可能

と組合の持つ経済ブJを勘案して1!止も災質的
な線で実行さるへき計画をたてる幕。

この指示は第五積共同漁業権の魚組に

ついてのみふれているが内水面の漁業が

第五種以外のものもあることからしてそ

の他の(第一・二・三種漁業権〕漁業権

の対象魚についても，やはり考えらるべ

きものであろうことは前章で述べた通り

である。

さてこの通速にいっている増殖という

語が餌料を与えて育成する高)j.'の養殖の

みを指すものとすれば，そのまま共同漁

業権者に実施させることは，これまた前

述の想自によって特定魚、以外は困難Tごと

考えられる。

随ってわれわれは各河川湖沼の失状に

応じて，そのき度，増殖可能の方法など

を総令的な観点から検討し，人為的解化

放流以外に天然現象の保護をも増殖手段

として認め，その上に立って第五植は勿

論，その他の漁業権についても積桜的に

増殖を行わせるよう指導する乙とが安当

な行き方Tごと考える。とのことについて

は漁場計画を樹立する時に単に「増殖計

画を完途しなければならない」という条

件のみをつけ具体的に指示しなかった指

導機関にも大いに反省しなければならな

い点がある。

事~.漁業法の施行後全国の試験研究機関

が日本で、重要な増殖魚続の一つである

「鮎」についての放流某準調2貨を急いで

実施した事実は指導機関にこれらの問題

についての具体的資料のなかった一つの

あらわれだと思われるし，また乙の調査

が今後の指導機関の焦点課題となるであ

ろうことは論を侯たない。

Cill~昨化場次長〕




